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廃棄物処理等科学研究費補助金 総合研究報告書概要版 

 

・ 研究課題名=一般廃棄物処理システムにおける環境負荷・経済性の実効性評価手法に関する研究 

・ 研究番号=K１８５９,K１９６０, K２０３０ 

 

・ 国庫補助金精算所要額（円）=17,340,000 （複数年度の総計） 

 

・ 研究期間（西暦）=2006-2008 

 

・ 代表研究者名=小野田弘士（早稲田大学環境総合研究センター） 

 

・ 共同研究者名=永田勝也（早稲田大学環境総合研究センター）、切川卓也（早稲田大学理工学研究科）、

堤恵美子（特定非営利法人循環型経済社会推進機構）、狩谷順二（特定非営利法人循環型経済社会推進

機構）、加賀山保一（特定非営利法人循環型経済社会推進機構）、小林均（エックス都市研究所）、河井

鉱輔（エックス都市研究所） 

 

・ 研究目的=一般廃棄物処理システムにおけるコスト縮減方策の実効性評価と 3R・エネルギー回収・適

正処理・環境負荷低減効果の検証を可能とする評価ツールとして「BAS 評価手法」の実用化を図る。 

1） 環境負荷・経済の両面から一般廃棄物処理システムの広域化・バイオマス促進等の実効性評価が可

能な「BAS 評価ソフト」を実用化すること。 

2） 焼却/溶融やバイオマスの有効利用等、都市規模・地域特性に応じた一般廃棄物処理システムのベス

トミックスのあり方および適用条件整理等を検討すること。 

3） 千葉県や三重県等におけるケーススタディによる実効性評価を通じて評価ソフトの有効性を検証

すること。 

4） 環境省のガイドラインと適合した手法として開発することを前提とし、市町村等の廃棄物マネジメ

ントや広域化計画における最適化処理システムの提案を支援することを目的とした本評価ソフト

の活用方策の検討およびその具体的方法論を提示すること。 

 

・ 研究方法=上記の目的を達成するために、研究期間内に以下の検討を行った。 

1） 一般廃棄物処理システムの環境負荷・経済性の実行性評価ツールの開発 

 環境・経済の両側面から一般廃棄物処理システムの Best Available System (BAS)を提案する評価手

法（以下、「BAS 評価手法」という）の高度化を図る。BAS 評価手法は、収集・回収－中間処理－輸

送－最終利用・最終処分の一連の廃棄物処理・リサイクルシステムを LCA（Life Cycle Assessment）、

LCC（Life Cycle Costing）の観点から包括的に評価する手法である。筆者らが「OSTEC（大阪科学

技術センター）廃棄物処理技術 LCA 研究会」の協力を得て集約した一般廃棄物処理システムの LCA、

LCC に関するデータベースを結集し、環境負荷・経済性の実効性評価が可能な評価ソフトのプロトタ

イプを開発した。環境負荷の算出に関わるデータベースの見直しとともに、評価ソフトのパッケージ化

を行った。BAS ソフトの一般廃棄物処理システム全体の評価を ELP に加え、「廃棄物からの資源回収

率」、「埋立処分される割合」等の個別指標での評価機能を追加した。また、BAS 評価ソフトの評価項

目は環境省「一般廃棄物処理システムの指針（平成 19 年 6 月）」との整合性を項目別に比較し、対応

状況及び対応の可能性について検討した。 

2） 千葉県をモデルとしたケーススタディの実施に向けた検討 

 一般廃棄物処理システムの BAS を検討するにあたって、その都市規模・地域特性を考慮する必要が

ある。そこで、千葉県をモデルとした焼却/溶融とバイオマスの有効利用のベストミックスや広域化・

民営化等のコスト縮減方策の適用可能性を検討する。これらに、BAS 評価によるケーススタディを実

践し、コスト縮減方策の実効性評価と 3R・エネルギー回収・適正処理効果の検証を行う。 
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3） 千葉県をモデルとした収集運搬システムの比較分析 

 静脈物流の重要な一環である収集運搬システムは、環境負荷の観点では一般廃棄物処理システム全体

ELP の 5%程度とさほど支配的ではないが、コスト面では 40%程度を占め大きな影響を与えることが

従来の研究より明らかとなっている。市町村における循環型社会づくりに向けた最適な一般廃棄物処理

システムを構築するためには環境負荷面とコスト面のバランスをとることも重要だと考え、一般廃棄物

処理システム指針に沿って、同指針に含まれていない収集運搬システムを評価する指標を設定し、千葉

県市川市、船橋市、松戸市を例にとった比較分析を行い、収集運搬システムの比較検討モデルの構築を

図った。さらにモデルの評価範囲を拡大し、千葉県全域の収集運搬に係る情報を整理し、各自治体の分

別収集区分ごとに「一般廃棄物処理システムの指針」に沿った類型化を行い、3 市で広域化した場合の

検討との比較を行う。 

4） BAS 実現に向けての課題の検討 

一般廃棄物処理事業において自治体の抱えている課題とその対応状況を整理した。ここで、BAS 活

用にあたっては、そうした実情を踏まえて客観的かつ科学的な根拠を与える計画ツールとなりうるよ

うなものに仕上げるための検討を行った。 

 

・ 結果と考察=以下、研究成果について述べる。 

1） 一般廃棄物処理システムの環境負荷・経済性の実行性評価ツールの開発 

BAS 評価手法は、収集・回収－中間処理－輸送－最終利用・最終処分の一連の廃棄物処理・リサイ

クルシステムを TLCA（Technology Life Cycle Assessment）、LCC（Life Cycle Costing）を統合し

た包括的な CLCA（Comprehensive Life Cycle Assessment）によって評価する手法である（図 1）。

こうした考え方に基づき、自治体関係者等が一般廃棄物処理システムの現状把握や改善を検討するに

あたって活用できる環境負荷・経済性の実効性評価ツールとして、以下の特長を有する BAS ソフトを

開発した。 

・ LCA・LCC の観点から収集・回収から最終利用・最終処分まで一連の一般廃棄物処理システムを

評価範囲としていること。 

・ 評価の基盤となる焼却・溶融等の環境負荷データ（処理規模に応じた投入/排出量、発電効率等）

が、プラントメーカーの設計・計画値に基づきデータベース化されていること。 

・ 上記の観点から、評価シナリオごとのリサイクル率、エネルギー回収、最終処分等に関する指標が

算出可能であること。 

・ さらに、筆者らが開発した環境負荷統合化指標 ELP（Environmental Load Point）を適用するこ

とでより総合的な評価・考察が可能としていること。 

統合化指標 ELP は、9 つのインパクトカテゴリー（エネルギー枯渇、地球温暖化、オゾン層破壊、

酸性雨等）を評価対象として設定し（表 1）、環境への影響を改善する優先順位を、アンケート調査を

基に相対的に決定するアンケート法（Panel Method）によって統合化する手法である（図 2）。 

   BAS 評価ソフトは、現状の一般廃棄物処理システムに対応したごみ質の設定、分別・収集区分の設

定を行った上で、中間処理、最終処分・リサイクルの評価を行う流れとなっている。ELP 算出の過程

で個別の投入・排出量の集計を行っているため、一般廃棄物処理システム全体の評価を ELP に加え、

「廃棄物からの資源回収率」、「埋立処分される割合」等の個別指標での評価機能を追加した。このこ

とにより、本ソフトのケーススタディ機能を用いることで、各個別指標における市町村間の比較も容

易に行うことが可能である。 

   また、環境省が提示した「一般廃棄物処理システムの指針」と本ソフトの整合性について検討した。

指針が定める指針の適用範囲と、評価指標の一覧と、各事項に対し、BAS ソフトでの対応状況および

対応可否を表 2 に示す。適用範囲については、環境省の定める範囲は本ソフトでは網羅していること

を確認した。評価指標については、計算課程で資源回収率や最終処分量などのデータは存在するため、

概ね対応済みである。ただし、温室効果ガスの算定方法については、これまで ELP 算出のための CO2

算定方法と、環境省の定める算定方法とで異なる部分がある。そこで、現状の ELP 算出過程における

温室効果ガス計上項目と、環境省が定める計上項目との比較を行った。 
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選別・破砕 リサイクル･
素材還元等

処理

再資源化

現状体系と比較して最適となる
システムを提案

ﾘｻｲｸﾙ･域外搬出処理

分別排出

環境的、経済的なBest Available System for 
Waste Management（BAS for WM） の提案

TLCA (Technology Life Cycle Assessment)，
LCC (Life Cycle Costing)を統合した包括的な
評価方法CLCA (Comprehensive Life Cycle 
Assessment)の導入

廃棄物排出

排出抑制

収集･輸送

分別収集

各戸排出

店頭回収

各戸回収

店頭からの輸送

 

図 1 BAS 評価手法の考え方 

 

表 1 ELP におけるインパクトカテゴリー 

インパクトカテゴリー 重み付け係数 対象項目数

エネルギー枯渇低発熱量／可採年数 （原油＝１） ５

地球温暖化ＧＷＰ　　（ＣＯ ＝１） ３８

オゾン層破壊ＯＤＰ （ＣＦＣ-11＝１） ２４

酸性雨 ＡＰ [酸性化ポテンシャル] （ＳＯｘ＝１） ７

資源の消費１／可採年数 （鉄鉱石＝１） ３２

大気汚染 １／環境基準 （ＳＯｘ＝１） １０

海洋・水質汚染１／環境基準 （ＢＯＤ＝１） ３７

廃棄物処理問題１ [重量換算] １

生態系への影響ＥＣＡ [水圏生態毒性定量化ファクター] （Ｃｒ＝１）３２

＊１　ＩＰＣＣの最新データより　　＊２　括弧内の項目を１として相対化

＊３　原油の消費を含まず

*1

*2

*3

*2

*2

*2

*2

*2

*2

*2

100 2

 

 

：製品あるいは事象

：インパクトカテゴリー

：個別環境項目

〔ELP〕
Aj=Σ(Cj , k×TQk)

k

ELFk=Σ(Cj , k×Wj／Aj)×1016
j

ELPi=Σ(ELFk×Qi , k)
k

ELPi：i製品あるいは事象の統合化指標

Aj ：jカテゴリーごとの年間総負荷

Cj , k：jカテゴリー内のk項目の重み付け係数

TQk：k項目の年間投入・排出量(kg)*

Wj ：jカテゴリーの重要度

ELFk：k項目の統合化係数(ELP/kg)

Qi , k：i製品あるいは事象におけるk項目の投入・排出量(kg)

添字i

j

k

＊年間投入・排出量は日本値，世界値を設定

 
図２ 統合化指標 ELP の算出式 
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（a）分別・収集区分の設定            （ｂ）収集の評価画面 

 

（c）処理技術の評価画面 

図３ BAS 評価ソフトの画面例 

 

表２ BAS ソフトの環境省指針への対応状況 

項
目 環境省指針 対応可否 備考 

適
用
範
囲 

市町村が自らの事務として行うもの ○ ― 

委託により行うもの ○ ― 

許可業者に行わせるもの ○ ― 

法施行規則第 2条第 2号又は第 2条の 3第 2

号に規定する者に行わせるもの 
○ ― 

市町村が何らかの関与を行って実施されてい

る集団回収 
○ ― 

※家リ法における処理については適用外 ― 
家リ法については、BAS ソフトでも現在は評価できてい

ない。 

※容リ協会によって引き取られるものの再商

品化については適用外 
― 

廃プラのリサイクルにおける工程の評価は、処理によ

っては可能。 

評
価
指
標 

人口一人一日当たりごみ総排出量 ○ 対応可能 

廃棄物からの資源回収率 ○ 対応済み 

廃棄物からのエネルギー回収量 ○ 対応済み 

廃棄物のうち最終処分される割合 ○ 対応済み 

廃棄物処理に伴う温室効果ガスの人口一人

一日当たりの排出量 
△ 

対応済み（廃棄物における温室効果ガスの算定方法

について要検討） 

住民満足度 × ― 

人口一人当たり年間処理経費 △ 費用の算定方法について要検討 

資源回収に要する費用 △ 費用の算定方法について要検討 

エネルギー回収に要する費用 △ 費用の算定方法について要検討 

最終処分減量に要する費用 △ 費用の算定方法について要検討 

その他、自治体独自の評価項目 ○ 統合化指標 ELPによるアウトプットが可能 

○：容易にソフトへの実装が可能  △：ソフトへの実装前の検討が必要 ×：実装させる予定無し 
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2） 千葉県をモデルとしたケーススタディの実施に向けた検討 

  一般廃棄物処理システムの BAS を検討するにあたって、その都市規模・地域特性を考慮する必要があ

る。そこで、千葉県市川市とその近隣の船橋市、松戸市をモデルとした焼却/溶融とバイオマスの有効利

用のベストミックスや広域化等のコスト縮減方策の可能性を検討することとした。これらに、BAS ソフ

トを用いたケーススタディを実践し、コスト縮減方策の実効性評価と 3R・エネルギー回収・適正処理効

果の検証を行った。 

 収集体系の変更による効率化といった方策も重要であり、BAS ソフトのデータベースを用い、図 4 に

示す CASE でケーススタディを行うこととした。各 CASE の ELP と経費の算出結果を図 5 に示す。

CASE1 から経費 1 億円増加あたりの ELP の削減値としては CASE5 が最も高い結果となった（図 5）。

また、評価結果について、各 CASE における効果について ELP、コストのみならず資源化量、エネルギ

ー回収量、CO2 排出量、最終処分量といった個別指標についても評価可能であり、各シナリオを相対評

価し比較を行った。 

燃やすごみ 焼却発電

最終処分

焼却灰CASE1
（現状）

CASE3

CASE4

燃やすごみ

燃やすごみ

焼却発電 灰溶融焼却灰 溶融不適物

最終処分

ガス化溶融 最終処分

灰溶融設備を導入し、埋立量を減少させる。

ガス化溶融炉を新設し、埋立量を減少させる。

溶融飛灰

山元還元

最終処分CASE2 燃やすごみ 焼却発電 灰溶融焼却灰
溶融不適物

溶融飛灰

焼却処理焼却処理 最終処理最終処理

溶融飛灰をさらに山元還元し、埋立量の減少と重金属の抽出を行なう。

発電

発電

発電

発電

CASE5 燃やすごみ ガス化溶融 最終処分

ガス化溶融炉を新設し、溶融飛灰をさらに山元還元し、
埋立量の減少と重金属の抽出を行なう。

発電

溶融不適物

溶融飛灰

溶融不適物

溶融飛灰

山元還元

最終処分
CASE6

燃やすごみ
（厨芥類を除く） 焼却発電

バイオガス化

焼却灰

厨芥類

コンポスト 堆肥利用

発電

発電

厨芥類を分別し、バイオガス発電を行ない、
残渣は堆肥として利用する。

 
図４ 各 CASE のシナリオ 

2.00E+11

2.20E+11

2.40E+11

2.60E+11

2.80E+11

30 35 40 45 50

年間総経費　億円/y

年
間
総
E
L
P
　
E
L
P
/
y

CASE1CASE1

CASE2CASE2
CASE3CASE3

CASE4CASE4

CASE5CASE5

CASE6CASE6

ガス化溶融+山元還元CASE5

焼却発電＋
厨芥類バイオガス化

CASE6

ガス化溶融導入CASE4

灰溶融+山元還元CASE3

灰溶融導入CASE2

市川市現状CASE1

ガス化溶融+山元還元CASE5

焼却発電＋
厨芥類バイオガス化

CASE6

ガス化溶融導入CASE4

灰溶融+山元還元CASE3

灰溶融導入CASE2

市川市現状CASE1

-1.43

CASE5

-0.38-1.06-0.90-0.83

CASE6CASE4CASE3CASE2

-1.43

CASE5

-0.38-1.06-0.90-0.83

CASE6CASE4CASE3CASE2

CASE1から経費1円増加あたりの
ELP削減値

ELPELPは大幅に削減できは大幅に削減でき
るが、コスト負担の増加るが、コスト負担の増加
が大きすぎるが大きすぎる

コスト対効果では
CASE5が有効的

 

図５ 各 CASE の経費と ELP の関係（市川市） 
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  また、一般廃棄物処理システムの BAS を検討するにあたって、その都市規模・地域特性を考慮する必

要がある。千葉県全域を対象とした広域化対応システムについて考察した。 

千葉県全域における広域化の検討として、処理施設における稼働率と負荷率の関係に注目した。それ

より、稼動率では、60%から 80%の処理施設が多く、負荷率でみると 50%以下の処理能力にまだ余裕の

ある施設がいくつかあることがわかった。これより、千葉県を北西部、北東部、单部と 3 ブロックに分

け、負荷率の低い処理施設の統合や廃止の検討を行った。その結果、収集から最終処理までの合計値よ

り、全ての地域で環境負荷、経費ともに減尐しているのがわかる。また、さらに灰溶融を追加し、山元

還元をする CASE を加えると、全地域で環境負荷が若干、減尐し、経費が若干増加することがわかる。

これは、主に山元還元が要因であり、環境負荷の削減効果と埋立の処理より経費がかかるためである。 

 次に，収集回収を広域的に行い，焼却施設を統合する CASE について検討を行った．評価対象は千葉

県北西部の 5 市とした．現状の処理体系を CASE0 とする．CASE1 を 4 カ所に 280[t/d]を 2 炉ずつ設置

するという条件とした． CASE2 は 3 カ所に 370 を 2 炉ずつの条件とした．CASE3 はこの地域に 740

×3 炉の一つの施設だけとし，新たに鎌ヶ谷市中沢付近に焼却施設を設置した CASE である．その結果，

広域化をするに従って，収集輸送は走行距離が延び，環境負荷，経費はともに増加することがわかった．

一方で，焼却施設については，広域化に処理規模が大きくなるに従って，環境負荷，費用ともに減尐す

ることがわかる．収集輸送と焼却処理を横軸に経費，縦軸に ELP をとったグラフに示す．これより，今

回の CASE では最も広域化を行った CASE3 が，環境負荷，経費ともに減尐することがわかる． 
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図６ 各ケースの環境負荷と経費の関係 

  

3） 千葉県をモデルとした収集運搬システムの比較分析 

収集運搬システムは、住民が家庭系ごみを排出するステーションと施設（中間処理施設、最終処分場）

間の“輸送”等を含み、重要な静脈物流と言える。一般廃棄物処理システムにおける収集運搬システム

の影響度合いは、環境負荷の観点では全 ELP の 5%程度とさほど支配的ではないが、コスト面では 40%

程度を占め大きな影響を与える。市町村における循環型社会づくりに向けた最適な一般廃棄物処理シス

テムを構築するためには環境負荷面とコスト面のバランスをとることも重要と考える。 

昨年度は、一般廃棄物処理システム指針に沿って、同指針に含まれていない収集運搬システムを評価

する指標を設定し、千葉県市川市、船橋市、松戸市を例にとった比較分析を行い、収集運搬システムの
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比較検討を行った。その結果、収集運搬システムのレーダーチャート上に、市川、船橋、松戸 3 市それ

ぞれの特徴が明瞭に表現される。作成した収集運搬システムの比較検討モデルは、それぞれの市町村の

収集運搬システムの改善を検討する上で大いに参考になるものである。また、廃棄物処理（収集運搬・

処分）全体を集約した BAS の評価を可能とする。このモデルは更に多くの市町村のデータを追加するこ

とで信頼性の高いモデルを目指し、本年度は千葉県全域に対象を広げた。ただし、データの不足もある

ので、以下に考え方と調査結果の抜粋を示す。 

 

a.類型の考え方 

類型Ⅰは紙製容器包装とプラスチック製容器包装のどちらも収集していない場合 

類型Ⅱは紙製容器包装とプラスチック製容器包装の一方か両方を収集している場合 

b.対象とした市町村 

組合が収集に関与している市町村は検討の対象から除外し、独自で生活系一般廃棄物を収集している市

町村のみを対象とした。 

このうち、 

類型Ⅰに該当する市町村･･･18（うち、産総研のアンケート結果が手元にある市町村：11） 

類型Ⅱに該当する市町村･･･16（うち、産総研のアンケート結果が手元にある市町村：12） 

よって、計 23 市町村のデータを用いてレーダーチャートを作成した。 

 

c.地域区分について 

レーダーチャートの複雑化を回避するため、千葉県の広域ブロック化に基づき３つのブロック（北西

部、北東部、单部）分けを行った。成果物としては、類型Ⅰ・Ⅱにつき、2～5 市町村をカバーする 3 ブ

ロック毎、合計 6 つのレーダーチャートを作成した（2 類型×3 ブロック＝6 レーダーチャート）。なお、

各レーダーチャートの評価指数基準値は類型内の平均値を基準値としている。 

d.評価項目について 

評価項目は平成 19 年度業務と同様、①廃棄物の発生量、②温室効果ガスの排出量、③ステーション数、

④総経費、⑤燃料費、⑥人件費、⑦車輌台数、⑧稼動人数の計 8 項目としている。うち、②温室効果ガ

スの排出量、④総経費、並びに⑤燃料費については、BAS データベースより算出した。産総研アンケー

ト結果において空欄となっているデータについては、BAS データベースから関連数値が算出できないた

め、つぎのように対応した。 

○燃料が不明 → すべて軽油と仮定 

○走行距離等が不明 → グリッドシティモデルを用いてシミュレートした数値を適用 
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図７ 類型Ⅰ・北西部における収集運搬システムのレーダーチャート 

 

4） BAS の実現に向けての課題 

自治体では、下表の課題と対応の内容に示すような課題を抱えている。そのため、BAS 活用にあたっ

ては、そうした実情を踏まえて客観的かつ科学的な根拠を与える計画ツールとなりうるようなものに仕

上げる必要がある。 

具体的には、市町村合併による焼却施設等の廃棄物処理施設の再編成（過剰分の合理化含む）の急務

や、3R 対応の必要性に加えて、市町村の財政効率化に対する社会的要請、地球温暖化対策や地域循環圏

構築、資源戦略など新たな環境命題への対応など様々な課題への対応が必要となっている。 

 

表３ 一般廃棄物処理事業の背景 

自治体の抱える課題 自治体における対応の内容 

・３Ｒへの対応 ・発生抑制対策、リサイクル事業の強化、処

理システムの効率的・合理的な選択 

・市町村合併による施設数・規模

の調整 

・非効率を解消するための、エリア内の施設

規模等を再検討・計画の見直し 

・自治体財政の逼迫化 ・PFI事業及び官民共同事業として長期包括的

運営の導入など、民間活用も含めた継続的な

取組強化が求められている。 

・ダイオキシン削減対策の施設補

修後 7年以上計画している施設 

・合理的な更新計画の追求 

・CO2削減 ・廃棄物処理施設における地球温暖化対策の

強化 

・未規制物質の排出規制強化 ・排ガス高度処理等への対応 
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一般廃棄物処理事業は、図 8 に示すように、自治体に処理責任があるが、処理主体は、財政効率化を

踏まえて、近年、民間活力の利用などが進められてきた。しかし、実際には、事業リスクの移転や、民

間事業の事業性や、許認可取得のハードルなどを巡り、PFI や、長期運営委託の実績が伸び悩む状況が

生じつつあるといわれている。 

 

市町村

○一般廃棄物処理
計画の策定

○一般廃棄物の処理

○一般廃棄物処分業
の許可

○措置命令等

一般廃棄物
処理責任

直営／ＰＦＩ

委託業者

許可業者許可

排出者
（住民・
事業者）

○市町村への協力

○排出抑制

○分別排出

等

処理

処理

処理

市町村が最終的な処理責任
「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処
理業等の合理化に関する特別措置法
（昭和５０年）」に基づく一般廃棄物処理
業の事業の転換等への対応  

図８ ごみ処理事業の計画責任の状況 

 

民間による事業化に向けては、下図のように許認可等必要課題が多く、行政との連携が必須条件とな

っている。 

《許認可必要事項》
１）廃掃法上の施設設置許可

　　事業計画概要書、住民説明（説明会、住民同意）、事業計画書、調整会議、

　　環境アセスメント、設置許可申請

２）都計法　都市計画審議会（市：一般廃棄物、県：産業廃棄物）

３）建基法　５１条許可申請

４）その他関係法令　（消防法、水濁法、その他環境法令等）

ＦＳ
調査

住民
合意
形成

構想
申請・
認定

許認可
取得
作業

建設
工事

処分業
許可

事業
開始

 

図９ 事業計画における許認可等必要事項 

今後に向けては、行政、事業者、市民が連携の上で、BASシステムを用いた計画シミュレーションを行

い、客観的かつ科学的な論拠を取り上げた上で、自治体・事業者が連携の上で、設備（用地含む）・人材・

ノウハウを相互に活用し、当該地域にとって、効率的・合理的なリサイクルシステムの形成を目指して、

官民連携による循環型社会構築モデルを推進することが必要となっている。 
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・ 結論=以下に本研究を通じて得られた結論を要約して示す。 

1） 一般廃棄物処理システムの環境負荷・経済性の実行性評価ツールの開発 

一般廃棄物処理システムの環境負荷・経済性の実効性評価ツールとしての BAS 評価ソフトを開発した。

BAS 評価ソフトは LCA・LCC の観点から収集・回収から最終利用・最終処分まで一連の一般廃棄物処

理システムを評価範囲としていること、評価の基盤となる焼却・溶融等の環境負荷データ（処理規模に

応じた投入/排出量、発電効率等）が、プラントメーカーの設計・計画値に基づきデータベース化されて

いること等の特長を有している。また、BAS 評価ソフトの評価項目は環境省「一般廃棄物処理システム

の指針（平成 19 年 6 月）」との整合性を項目別に比較し、対応状況及び対応の可能性について検討した。 

 

2） 千葉県をモデルとしたケーススタディの実施に向けた検討 

 千葉県市川市とその近隣の船橋市、松戸市をモデルとして、処理現状のごみ収集・回収、中間処理、

資源化、最終処分の各工程及び処理システム全体の LCA 評価を実施した結果、環境負荷を低減させるに

は、ごみの排出量を低減させることが最も効果的であることが確認できた。 

千葉県全域を対象とした広域化対応システムについて考察した結果、収集から最終処理までの合計値

より、全ての地域で環境負荷、経費ともに減尐しているのがわかる。広域化するに従って、収集輸送は

走行距離が延び、環境負荷、経費はともに増加することがわかった。一方で、焼却施設については、広

域化に処理規模が大きくなるに従って、環境負荷、費用ともに減尐することがわかった。 

 

3） 千葉県をモデルとした収集運搬システムの比較分析 

一般廃棄物処理システム指針に沿って、同指針に含まれていない収集運搬システムを評価する指標を

設定し、千葉県市川市、船橋市、松戸市を例にとった比較分析を行い、収集運搬システムの比較検討モ

デルの構築を行い、さらに千葉県全域に対象を広げ、多くの市町村のデータを追加することでモデルの

高度化を図った。それぞれの市町村の収集運搬システムの改善を検討する上で大いに参考になる。 

 

4） BAS の実現に向けての課題 

  一般廃棄物処理事業において自治体の抱えている課題とその対応状況を整理した。ここで、BAS 活用

にあたっては、そうした実情を踏まえて客観的かつ科学的な根拠を与える計画ツールとなりうるような

ものに仕上げるための検討を行った。 
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